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近代におけるブリ漁業の発達と漁場利用

片岡千賀之＊・伊藤康宏寧。
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DevelopmentofYellowtailFisheryanditsPracticalUse

inFishingGroundFrom“Meiji，，EratoPre-Warll．
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Abstract

Duetoprogressinfisheriescapitalization，boatfisherieshadbeenrealizedthroughmotorization

inordertoexpandtheirfishingtowardso侭hore,whileinthecoastalfIshings,setnetfisherieshad

improvedwithｃｈａｎｇｅｓｉｎｔｈｅｓｈａｐｅｇｉｖｅｎｔｏｔｈｅｓｅａrtandthematerialsused・

Incaseofyellowtailsetnetfisheries,suchchangeshaveevolvedthroughfburstepsasfbllows：

ｌ）Thetraditionalyellowtailcatchingmethodswerefixedgillnetandtriangularsetnetmade

ofricestraw，Butauniquetypeso-called“yellowtaildrifigillnet，，wasusedinMiyazaki

Pre化cture・ＴｈｉｓｗａｓｉｎｖｅｎｔｅｄｂｙＫｉｅｍｏｎＨidakaandhissonKameichiHidakain１８７５．

２）Ｉｎｌ８９２,thetriangularsetnetmadeofhempwasinventedbyKameichiHidakaandhisson

EizaburoHidaka・Ｔｈｉｓｈａｓｂｅｅｎｆｂｕｎｄｅ舵ctiveandhasbeenadoptedinbig-scalecatchconse‐

quentlycontributingmuchtohighproductivity、

３）Ｉｎｌ９１０,thesamepersonsintroducedfbrthefirsttimethesquaresetnetmadeofhemp、

Traditionally，ｉｔｗａｓｍａｄｅｏｆｒｉｃｅｓｔｒａｗｕｓｅｄｏｎｌｙｆｂrcaptureoftuna・Withthisnewmodifica-

tion，ｉｔｗａｓｐｏｓｓｉｂｌｅｔｏｃａｔｃｈｎｏｔｏｎｌｙｙｅｌｌｏｗｔａｉｌｂｕｔａｌｓｏｔｕｎａａｎｄｗａｓｍａｄｅｐｏpularthroughout

Japan、

４）Ｉｎｌ９１９，TerushigeHorinouchiinKochiPre企ctureintroducedthetrapsetnet・This

method，althougheflbctive，expandedslowlybecausethetrapcaughtnotonlyyellowtail，ａｐｒｅ‐

fbredspecie，butthemiscellaneousfishcaughtinabigquantity・However，duringthegained

popularityespeciallywithlow-incomefishermenduｅｔｏｉｔｓｌｏｗｃｏｓｔａｎｄｍorestablecapturecom‐

paredtosquaresetnetmethod(3)．

Theinnovationshaveprogressivelycontributedtohighproductiononthenationallevel・

HoweverinMiyazakiPrefbctureaswellasintheotherplaces，fluctuationsincatchhadbeenex‐

periencedeverynowandthenwithpeaksobservedmoreorlesseverytenyears・Suchfluctua‐

tionsincatchdependuponenviromentalconditionssuchasnaturalcyclesinwatercurrentand

otherman-madeflctorssuchasoveIfishingbroughtaboutbynewinnovationinfishinggears．
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Befbrethesenewinnovationswereintroduced，noproblemexistedregardingutilizationof
fishinggroundsespeciallyinundevelopmentareas・Ｔｈｉｓｗａｓｄｕｅｔｏｔｈｅｆｌｃｔｔｈａｔｏｎｌｙｍｏｖing
fishinggearswerecommonlyutilized・Whenashiftfrommovingfishinggearstofixedgillnet
andeventuallytosetnetoccurred,severalproblemsarosemainly；ａ)Claimsonfishingground
areaswhichwasofcommonusefbrall．ｂ)Manpower,thesetnetmethodsrequireanumberｏｆ
ｐｅｏｐｌｅｉｎｔｈｅｃｏｍｍｕｎｉｔｙｆｂｒｔｈｅOperation．

Ｄuetotheexistenceofsuchproblems，itwasnecessarytocreateregulationsfbrproperutiliza‐
tionoffishinggrounds・Ｉｎｌ９０１,the“Meiji”FisheriesLawwasestablishedfbrthefirsttimede‐

finingfishingrightswerenecessarytousethefishingground・Ｉｎｌ９１０ａｎｄｉｎｌ９３３ａｔｔｈｅｈｉｇｈｔ
ｏｆｔｈｅ‘‘Showa,，economiccrisis，thelawwasrevisedinordertomotivateestablishmentof､fIsheries

co-operativefbrthebenefitofall・Asaresult，thesetnetfishingrightweregivenmoretothese
co-operativesallowingthemtoengageinbisiness，ｎeverthelessthefisherieslawdidn，tdiscribe

anyprecedenceofitsownershipandmanagement．

Ｉ ・課題

近代日本における漁業の資本主義発達は，漁船漁業でいえば漁船の動力化を通じての漁場

の外延的拡大過程で端的に示されるが，定置漁業では，網の材質・構造の変革が生産力展開

の基盤をなす．

ブリは，主に定置網によって漁獲されてきたが，その技術発展は，藁台網・建刺網→日高

式大敷網→大謀網→落網といったコースをたどり，漁獲量もそれに応じて増大していった．

技術発展は，必然的に旧来の漁業秩序・漁場の占有利用関係に影響を及ぼし，その再編成を

随伴せざるを得ない．漁業組合の育成・強化を一つの目的とした明治漁業法の制定・改正

は，定置漁業権を漁業組合に集中させる方向で，漁場利用の再編を促進していった．

本稿では，全国的にブリ漁業の発展過程と漁場利用の再編動向を検証すると同時に，ブリ定

置漁業の先進地であった宮崎県をとりあげ，その具体的な過程と特殊性を考察する．

ブリ漁業経営および漁場地代についての考察は別稿にゆずる．

Ⅱ、ブリ漁業技術の発達

１．…ブリ漁業の発達段階

明治以降のブリ漁業は，定置漁業技術の発達に応じて以下の４段階を経過する．

第１期：明治2４（1891）年までの幕末の延長とみなしうる時期である．主要漁業地は日本

海および西南海区で，主要漁法は建刺網と台網である．『水産事項特別調査』に示された主

要ブリ漁業地のうち，富山湾は伝統的に台網，鹿児島県では明治以降に開発された薩南地域

のブリ飼付漁業')，内之浦のブリ大敷網2)に特化しているが，他地域は小生産者による建刺

網が主体であった．ブリ仔を漁獲するには囲刺網や地曳網が用いられたし，釣り漁法では曳

縄，延縄も盛んに行われていた3)．

ブリ漁獲高は，一般的な漁場利用の混乱に加えて，小漁具ゆえの乱設・競合によって変動
著しいが，平均して100万貫程度とみなして良かろう（表１）．

第Ⅱ期：明治2５（1892）年に宮崎県東臼杵郡伊形村赤水の日高亀市・栄三郎父子によって

いわゆる日高式ブリ大敷網が考案されて，ブリ漁業は画期的な飛躍をとげる．日高式大敷網
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表１．全国ブリ漁獲高の推移

年次次

明治21年

〃２２〃

〃２３〃

〃２４〃

〃２５〃

〃２６〃

〃２７〃

〃２８〃

〃２９〃

〃３０〃

〃３１〃

〃３２〃

〃３３〃

〃３４〃

〃３５〃

〃３６〃

〃３７〃

〃３８〃

〃３９〃

〃４０〃

〃４１〃

〃４２〃
の

〃４３"′

〃４４〃

大正ｌ〃

〃２〃

〃３〃

２９７

１１０６ ２０８

９２６ ２０４

３９５３ ７１８

１８７６ ３５１

３８１７ ８３７

４００２ １００６

３８１６ １０４９

３４９１ １１１２

３３０１ １０９８

３７７１ １６７９

５４３７ ２２１９

５３９９ ２０７７

３５５９ １７４９

３６８０ １７１１

３６５０ １８４３

３５５４ １９５９

４７００ ２８２８

４９６２ ３００６

６００４ ４１１０

４９５３ ３１２８

４６９０ ３３７０

５１８５ ３５６１

５９７７ ４２７３

６５６０ ４９１４

6,129１４，３５８

大正

昭和ｌ〃

７２６１

６０１４

５７５１

５９６１

９００６

５８０３

４１６０

４８９２

５３５７

５９１７

７６７１

８１４６

６０２０

６５００

６７９７

６９１７

８９０８

９８４６

８５６８

８３３４

９９３４

８２８６

７９０９

５９８２

９０２５

千円

４，５５０

５，６８１

４，７９１

７，１３３

１０，１２０

１６，９９５

１２，５４０

９，２５９

１０，４７９

１１，２８４

１１，６６８

１２,９４８

１２，１２７

１０，２２１

１０，０５８

７，８６６

７，１９１

９，０７５

１０，９３５

９，６５５

９，６７２

１１，５３１

１０，３８３

１０，８６４

１１,６６７

１５，９７５

注：明治27年から37年までは、北海道分を除く。但し、この期間の北海道

のブリ漁獲高は極めて少ない。

資料：明治25年までは『定置漁業界第25号』、それ以降は農林水産省・農

林統計研究会『水産業累年統計第２巻』（昭和54年)．
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を富山湾の藁台網に比べれば，身網全てが麻製となり，耐久性，耐波性を増し，網の大型化，

漁場の沖合化を可能とするものであった．富山湾の台網も身網の一部が麻製のものもあった

が，ほとんどが藁縄製であった．

網材料の変革は，明治20年代の麻栽培の盛行，製網技術の発達と魚価の上昇とによって支

えられていた4)．網の規模は，漁場条件の差によって異なるが，平均的には，身網は藁台網

で奥行70尋，網口35尋であったのが，日高式では120尋，144尋と倍の大きさとなったし，網

揚げ漁船および漁夫数は，２隻・２０人位から10隻・100人へと増大した．また藁台網は夜間

網揚げしたが，日高式大敷網は,昼間であるので魚群が網に入ったかどうか監視する魚見人，

船番などが新たに加わり，一統あたりの従業者は更に増す．一網あたりの漁獲量も急増した．

建刺網と比べれば尚更である．日高式大敷網は，宮崎県下でまたたく間に普及した上で，県

外に伝播していく．明治3０（1897）年の高知県を皮切りに，３０年代には三重県・京都府，４０

年代には富山湾，新潟，長崎，山口，島根，静岡，神奈川へと．普及過程で，大敷網の特‘性

を生かして，ブリ漁業地の拡大（静岡・神奈川)，富山県では台網から，日本海では建刺網

から，西南海区では建刺網や不漁に陥っていたマグロ大敷網からの転換がみられる．また，

ブリ大敷網は，大量の資本と労働力それに技術を要するので，それらも大敷網の普及過程で，
宮崎県や先進地から同時に導入されていった5)．

この時期の漁獲高は，それ以前の100万貫前後から，300万貫台に飛躍し，かつ漁獲は安定

するようになった．日高式大敷網の普及しない間にも，漁獲が安定し始めたというのは，建

刺網やブリ仔を獲る囲刺網，地曳網，飼付け・曳縄・延縄といった釣り漁業も相当盛んに行

われていたことを示す．

第Ⅲ期：明治4３（1910）年，大敷網に続いて日高父子は，ブリ大謀網を考案した．元来，

大謀型定置網は東北太平洋岸に発達していたが，藁縄製であったので専らマグロを漁獲し，

俊敏なブリを捕獲しえなかった．日高式ブリ大謀網は，身網を麻製としたのでブリ漁獲が可

能となった．そもそも大敷網は，身網の形状が三角形で，その一辺が網口として開口してい

るので，魚群は入りやすいがまた出やすい構造となっていた．これに対し大謀網は，楕円形

の身網で，網口も小さいので魚の入りは悪くても一旦入れば容易に逃がれ難い特徴を備えて

いる．それゆえ，魚群が入った時の網口の閉鎖（揚網）にかかるクリテイカル・モメントを

緩和し，漁獲を安定せしめるものであったし，身網を大きくすることによって大群を捕獲し

うるようになった6)．一統あたりの従事者数は，大敷網と大差がなかった．日高式大謀網に

続いて大正１（1912）年に富山県氷見郡阿尾村の上野八郎右衛門が日高式大敷網・大謀網を

基に，独自の工夫を加えて上野式を考案した．日高式大謀網は，身網の全てが有底であるの

に対し，上野式は一部が有底で，他の一部は運動場になっている．上野式は，漁船１０隻，漁

夫120人位で操業されたので網の規模は一層大型化した．ブリ定置網の主流が大敷網から大

謀網にとってかわられるのは，大正９（1920）年以前のことで，短期間によく大謀網が普及

した．大正９年では，ブリ・マグロ大敷網・大謀網が７統以上ある府県だけをとりあげてみ

ると，ブリ大敷網が202統ウブリ大謀網が313統となっている7)．ブリ大謀網は，マグロ大謀

網の発達していた東北・北海道の太平洋岸で顕著に普及したこと，ブリ藁台網をほとんど消

滅させたことなどが特徴としてあげられる8)．藁台網とともに刺網も急速に衰退していった

し，釣り漁法も飼付け漁法を除いて減少していった．大謀網の普及過程では，大敷網の時と
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同様資本・技術・労働力が拡散していく9)．

この時期の漁獲は，平均500万貫台に達した．

第Ⅳ期：大正８（1919）年，高知県安芸郡椎名の堀内輝重が，従来の落網をブリ漁業に適

用して土佐式ブリ落網を，北海道では箱網を両端に設けた北海道式が考案された．落網の長

所は，無底の運動場と箱網との間に昇り網をつけて，魚群は箱網に入りにくいが，一旦入れ

ば容易に出られない構造をもっており，魚見人，番船を不要とした上に，揚網作業を定時化

したので,揚網にかかわる特別の技能を要しなくなった．さらに重要な特徴は,網規模も梢々

小型であるうえ揚網は箱網だけを揚げればよいので，所要漁船･漁夫数･時間がほとんど半減

したし，経営費もその分軽減しえた．三重県の例で大謀網と落網との規模を比較してみると，

持船数で7.6隻と3.8隻，操業人数で107人と56人，揚網間数で178間と58間となっている'０)．

落網はこうした長所をもっていたにも拘らず,普及は遅々として進まず,昭和初期から序々

にとり入れられ,優勢となるのは昭和恐‘慌期間中のことである．即ち，昭和５（1930)年には，

ブリ大敷網117漁場，ブリ大謀網283漁場，ブリ落網125漁場であって，大謀網が主体であっ

たが，昭和1１（1936）年には各々 62,197,289漁場に変っていた！')．

ブリ落網の普及・伝播が緩'慢であった理由は，雑魚の捕獲にはすぐれていても，ブリの大

群を捕獲しがたかったためで'2)宮崎県では，優良漁場には大謀網を，漁場価値の低い漁場

や新規漁場には落網をという使い分けが行われていた'3)．それにも拘らず，昭和恐慌期に落

網が急速に増大していくのは，不況の深化によって，ブリ漁業に対する投機熱の減退，漁場

主義論，経済更生運動が進展し，地元漁民への漁業権所有・漁業経営の集中化が図られた結

果に他ならない．そのことは，資本や技術および労働力を地元で自給する，自立化の過程を

含んでいた．三重県では，昭和２（1927）年に落網が導入され，昭和８（1933）年には24統

に達するが，漁業権を漁業組合が確保し，経営者は地元民による共同経営（｢大敷組合｣）が

支配的となっていく'4)．そのためには小資本．少ない労働力で経営のできる落網は極めて好

都合であった．

この期間のブリ漁獲量は，600万貫台を安定的に記録するようになる．

２．宮崎県の場合

全国のブリ漁獲量の推移は，段階的に増加し変動の少ないことを特徴としている．これは

地方毎の豊凶差や各漁法毎の変動が相殺された結果で，地方毎にみれば変動が激しいのが一

般である．宮崎県では，ブリの漁獲変動は，一定の周期，１０年毎に増減し，必ずしも増加傾

向にあるとはいいがたい（表２）．これは，海況の変動やブリ資源の周期性といった自然的

な原因と，漁獲努力（漁法の改良・統数の変化）や漁場利用方法といった人為的な原因とに

基づくものであろう．この漁獲変動の激しさ，特に不漁期において漁法の改良や転換が，漁

場利用や経営方式の変化とともにあらわれてくるのは興味深い．

宮崎県におけるブリ漁業の変革は，日高家によって導かれてきた．その過程を，全国で行っ

たと同様に４段階に分けて考察する．

第１期：藩政時代から行われていたブリ漁法といえば，「まぎり」と称する曳縄漁法だけ

といってよく，これはせいぜい一隻に２～３人が乗り組んで行う小漁業であり，漁獲も一度

に数尾が限度であった'5)．
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慶応２（1866）年に，東臼杵郡伊形村赤水の日高喜右衛門・亀市父子は，地元で行われて

いたエビ固定刺網にヒントを得て，ブリ建刺網を考案し，麻生産地であった安芸国賀茂郡の

漁網製造家によって調整された．結果は，網の構造の不備と操網の不』慣れのためついに成功

しなかった'6)．

近世以降全国に普及していたブリ建刺網が何故宮崎県に定着しなかったのか理由は不明で

あるが，日高父子による建刺網の失敗によって，宮崎県はブリ漁業の未発達地域にとどまっ

た．ところが，このブリ建刺網が宮崎県に持ち込まれる際，大分県佐伯地方の漁民がこの網

にヒントを得てブリ地曳網を考案している．そして，明治初年には鹿児島県内之浦に持ち込

まれ，明治1７（1884）年には宮崎県南那珂郡鵜戸村でも行われていた'7１．ただ，このブリ地

曳網は限られた地域で行われたにすぎない．

明治７（1874）年に，前記日高父子は，広島県下で行われていた中高網をヒントに，イワ

シ沖取追込網を考案した．この追込網は地曳網にかわってイワシ刺網とともに明治期宮崎県

の主要イワシ漁法に発展したが'8)，もう一点重要なことは，日高父子の脳裏に，網を固定し

てブリを漁獲するのではなくて，魚群を追いまわしてとるという発想の転換をもたらしたこ

とである．

そしてついに翌８（1875）年に，ブリ沖廻刺網を考案し，成功させている．これは，長さ

1,000尋，幅30尋の網を３隻の漁船に積み，魚群を２重３重に囲緯した上で，船板を叩いて

ブリを脅し網に羅らせるものである．夜間ならば，箸火で魚群を集め，これを包囲した上で

突然火を消し，ブリを網に刺させる'9)．

このブリ沖廻刺網は，全国に普及していたブリ建刺網とは，漁具を固定しない点で，ブリ

仔を対象とする囲刺網と比べれば規模も大きく，二重・三重に魚群を囲続する点で独創的な

ものであった．運用漁具であり，漁業規模からして前年考案されたイワシ追込網に類似して

いる．

沖廻刺網は，一度に２～３千尾を漁獲しえたから，日高家に倣って近隣漁村に受け入れら

れていった．それはイワシ追込網では漁獲が増大しても魚価は逆に暴落し，処分にも困る事

態が発生したし，追込網漁業とブリ廻刺網漁業とは漁船，操業者数がほぼ同じであったため

である．

日高家では，特に明治1３（1880）年から1６（1883）年にかけてが豊漁で約11万尾に達し，

そのために見習うものが続出し，東臼杵郡だけで40張を越したという．そのため赤水の沖合

は「三ケ村入会ノ漁場ナルヲ以テ其紛擾甚シクー度魚群ノ来ルヲ見ルヤニ百余艦ノ漁船勇往

奮進争先而漁場ヲ撹乱シ以テ不漁ノ端ヲ開キ明治廿三年二至リテハ只予（亀市……著者）卜

外一人ノ漁業者アルノミ他ハ悉ク廃業スルノ悲境二至しり」という201.ところが明治24(1891）

年には再び魚群の来遊があって約10年ぶりに廻刺網が復興する．この網は南那珂郡でも盛ん

になったが，この間の動向を南那珂郡南郷村でみると，従来ブリ漁業は釣りや地曳網で混獲

されるだけで専業者はいなかったが，「鋤刺網ナルモノヲ調整シテ漁業二従事シタルニ其創

業ノ当時弐参ケ年ハ多少ノ捕獲アリタルモ其後続々刺網ヲ調整シテ出願許可ヲ得テ斯業二従

事シタルニ其結果甚シキ弊害ヲ来セリ奈何トナレハ各自一己ノ私利ヲ得ン卜欲シ未ダ群魚ノ

網代場二近ツカサルニ先ンシ競争魚道二網ヲ投シ空シク獅魚ヲ逐逃スルノミニシテ僅少ノ捕

獲ダニ無之実二遺憾二不堪サル次第」となった２１)．
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乱設，漁場利用の混乱と魚群の回遊減少とによって，明治10年代前期に台頭したブリ漁業

も急速に衰退したが，明治2４（1891）年頃から再び回復をみせている．この後ブリ刺網は幾

分改良され，「始メハ嚢ヲ付サス其刺シ羅ラスヲ目的トセシカ近時（明治30年頃…著者）豊

後こびき網二倣上嚢ヲ加へ嚢中二駆り入ル〉卜袖網二刺サシムルノ両途トセリ｣22)．再び，

大分県のブリ地曳網に倣って，ブリ廻刺網が有嚢式に改良されたのである．

ブリ廻刺網が，宮崎県下だけで普及したのかどうかの判断はむつかしいが，あるいは熊本

県のブリ廻刺網もブリ仔囲刺網ではなくて，宮崎県のものが伝播したのかも知れない23)．

明治前期の宮崎県のブリ漁業は，ブリ廻刺網を主体に，曳縄や地曳網でも漁獲されており，

漁獲量は急上昇し，明治2４（1891）年の『水産事項特別調査』では，全国８位，１１万貫を記

録している．しかし，いずれの漁法とも漁具を固定しない運用漁法であり，特別の漁業免許

要件もなくかつ比較的小資本で営み得るので，着業者が殺到，魚群の来遊を混乱させて漁獲

が激減した．漁業経営も窮地に陥った．

第Ⅱ期：日高亀市・長男・栄三郎父子がブリ大敷網を考案するに至った動機は，ブリ廻刺

網によっては捕獲しえない水深の所にブリの魚道が移動し，ブリ漁業が著しく衰退したため

であった．明治2０（1877）年ごろから山口・長崎のマグロ大敷網を視察したり，独自に研究

し始めた亀市に，水産伝習所の学生として宮城県下のマグロ大謀網漁業の実習をした栄三郎

が，ブリが網目をくぐって脱出する話を聞いて細目の網を使用することを伝えて，明治２４

（1891）年に前記広島県の製網業者に網を調整させて敷設し，翌2５（1892）年にようやく漁

獲をみた．身網全てを麻製とした点が画期的で，これによって網の規模も一段と大きくする

ことが可能となった24)．当時，県下の網地は，全て麻糸が使われており，その供給地は，郡

によって異なるが，東臼杵郡では広島県が最も多く，次いで愛媛県，郡内となっていた25)．

ブリ建刺網以来の麻産地との交流が，麻製大敷網を生み出す条件であった．網の規模は一般

には，身網の奥行180尋，網口110尋で，日高家によって最初に試みられたものよりは，奥行

が長く，網口は小さくなって漁獲の確実性が追求されていく．使用漁船10隻，従業者100人，

網一統の材料費だけで３千円をこすので,替網も準備すればその２倍が最低限必要となり26)，

漁業規模はブリ廻刺網の時と比較にならないほどのものとなった．

日高家の初年度の漁獲は，漁期が短かく替網もなかったにも拘らず，５万尾・１５千円を漁

獲し，着業資金を一挙に回収して余りあるものであった（表２)．そのため２年目からは漁

場数を増加していき，明治2９（1896）年には県下７漁場に及んだ．漁獲量は，明治2７（1894）

年には42万尾を漁獲した．７漁場を経営した時は，地元の赤水村をはじめ入会漁場利用して

きた土々 呂，鯛名村から漁船240隻，従業者2,000人を雇用し，塩ブリ製造所は４棟，汽船の

横づけできる桟橋を備えるまでになっていた27)．

日高家の成功をみて後続者が殺到し，明治2７（1894）年度には17漁場，２８年度21漁場，２９

年度27漁場と急増し，ピークを迎えた．漁獲量も，県全体で明治2８（1895）年度には最大の

約64千貫に達した．そのほとんどは大敷網による漁獲であったろうし，また大半が日高家に

よって漁獲された．

ところが，この時期になると大敷網の乱設・漁場利用の混乱に加えて，ブリの回遊が減少

期に入ったためか，漁場数，漁獲量は，明治2９（1896）年度以降激減した．漁場数は明治３０

年代後半には，わづか５～６漁場となった．漁獲量は明治30年代半ばに回復するものの，そ
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の前後は著しく少なかった．日高家は明治3１（1898）年度以降は赤水３，北浦村市振漁場１，

計４漁場に縮少したし，その漁獲量も県全体の動向と同じく，明治20年代末以降の著減，３０

年代半ばの回復，３０年代後半の著減をみせた．日高家は明治3９（1906）年から県外への進出

を始めるので，日高家経営の赤水漁場（３ヶ所）だけに限ってみれば，日高式大謀網の出現

まで不漁が続いたことがわかる．県全体のブリ漁獲高に占める日高家あるいは赤水漁場の地

位は圧倒的に高く，優良漁場を逸早く占有したことが示されている．

次に，東臼杵郡北浦村宮野浦の高島漁場でみると，明治2６（1893）年にブリ大敷網が敷設

され，２９（1896）年度までは２～３万尾台を得たが，その後１万尾前後に激減し，３４（1901）

年度には２万４千尾に回復した．しかし，３５（1902）年度が不漁であったので，３６（1903）

年度からは休業・廃止された．再び着業をみるのは大正１（1913）年度である28)．

同郡南浦村島野浦では，明治2４（1891）年に鼻隈漁場でブリ敷網が開始されたが，翌年ブ

リ大敷網に改良された．ところが2６（1893）年には島野浦の上ノ高漁場が開発され，相当な

漁獲を得たが，鼻隈漁場では漁獲が激減した．そのため鼻隈漁場側が2８（1895）年に差し止

め訴訟を請求し，上ノ高漁場を敗訴させ休業せしめた．しかし，鼻隈漁場も不漁によって３２

（1899）年から休業に陥った．島野浦での定置再開は，大正２（1913）年のことである29)．

ブリ大敷網は，日高父子によって着業されて以降，東臼杵郡・南那珂郡に急速に伝播して

いくが，それは従来のブリ廻刺網や地曳網等を序々に駆遂していった．ところがブリ大敷網

が極端な不調に陥っており，多大な資本と労働力を要する大敷網を創業しえない小漁業者に

よってブリ飼付漁業が着手される．明治3８（1905）年児湯郡高鍋町の漁業者６名が共同で，

鹿児島県から技術を習得して行ったが，不成績で中止してしまった．その後を受けて宮崎県

水産試験場が南那珂郡都井村地先で明治42～4４（1909～１１）年に委託試験を行ったが，これ

も不成功に終った．また，大正４（1915）年には，東臼杵郡細島町の漁業者と経験のある高

知県人の５名で開始されるがこれも失敗した３０)．それ故，宮崎県下のブリ漁業は日高式ブリ

大敷網漁業に単一化していったといってよい．

その他漁業技術上の改良といえば，日高栄三郎が，明治4１（1908）年に発明した化学網染

料防腐剤であろう．タンニンと銅を化合させたこの染料は，従来のタンニンとカッチによる

ものよりも網綱の寿命を大幅に引きのばして経営費の節減に貢献した．

以上が宮崎県下でのブリ漁業の動向であるが，漁場が狭院となり，ブリ漁獲量も減少した

明治30年代に入ると，日高式大敷網は各地に伝播していく．その最初は，明治3０（1897）年

の高知県高岡郡上の加江漁場であり，次で32(1899)年には三重県北牟婁郡島勝浦漁場であっ

た．日高式大敷網の普及過程で宮崎県人の果した役割は大きかったが，それは主に技術指導，

漁夫の出稼ぎという形であって，資本進出は以外と少ない．日高家が県外に直接進出するの

は，明治3９（1906）年の福井県大飯郡音海村が最初である．漁業権を収得し，漁夫数名を赤

水から派遣し，船と他の漁夫は現地で雇傭するというものであった３１)．この時の成功によっ

て，各地に敷設され，明治4２（1909）年には，地元４漁場，県外12漁場，計16漁場を経営す

るに至った．日高家以外にも県外に進出した宮崎県人はいないではなかったが数は少ない．

第Ⅲ期：ブリ大敷網の不調に直面して一方で県外進出を図りながら，他方で日高亀市・栄

三郎父子は漁法の改良に努め，明治4３（1910）年に日高式改良大敷網＝大謀網を完成させた．

身網の奥行180尋,網口96尋なので，大敷網に比べれば，身網は大きく，網口が小さくなって，
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魚の入りは悪くても一旦入った魚は容易に出にくくなり，かつ身網を大きくすることで大群

の捕獲をも目ざしていた．大謀網の成功によって，ブリ大敷網は大謀網に急速に転換すると

ともに新漁場の開発がおし進められた．休業に陥った漁場で，大謀網による再開もあって，

県下のブリ漁場は，５～６漁場から十数漁場に増加し，漁獲量も激増し，記録を更新していっ

た．特に大正４（1915）年には，1,544千貫にも達し，全国漁獲高の21％を占める豊漁であっ

た．しかし，その後は漁獲を減少させ，大正１２．１３（1923.24）年に幾分の回復をみせたが，

その後は再び減少した．宮崎県のブリ漁獲高変動は，しかし，大敷網時代に比べて変動幅が

小さくなり，漁場数，漁業経済も安定化した．漁場としては東臼杵郡が中心であることには

変りないが,南那珂郡の比重が大正中期以降漸増してきた．日高家経営の赤水漁場でみると，

大正初期に漁獲増加はあるが，県全体の増加率に及ばず，その後も漁獲は極めて定安してい

た．赤水漁場の価値は，相対的に前期より低下していた．

また，大敷網から大謀網への転換に併行して，大正初期頃から動力曳船が出現した．これ

によって，ラインホーラーなどの据え付けはみられなかったものの，漁場への往復時間を短

くし，明治30年代末頃から進展していた塩ブリ製造から鮮魚出荷という商品価値の増進に拍

車をかけた．

県下で大敷網から大謀網への転換が急速に進んだが，日高家では県外直営漁場でも迅速に

漁法転換を行うと同時に，積極的に漁場開発に乗り出していく．明治4２（1909）年既に県内

外合わせて16漁場を支配していたが，大謀網への切換時に１２漁場にまで縮少しているが，大

正３（1914）年には18漁場に32)，大正８（1919）年には北海道から朝鮮にかけて32漁場に及

んだ33)．なお，朝鮮でのブリ定置漁場がいつ始まったのか明らかでないが，大正３（1914）

年には，日高栄三郎を含めて21人（含法人）が漁場を所有している３４)．

日高家の積極的な漁場開発は，日高亀市がその子供達を全国に派遣して漁場調査にあたら

せたものであるが，亀市の死後（大正６年）は，長子・栄三郎によって推進された35)．上記

漁場の中にも休業に陥っていたり，着手したが失敗した例も多い36)．赤水漁場も４漁場のう

ち大正６（1917）年以降は，２漁場が休業していた37)．

ともあれ，大正中期には日高家は名実ともに全国一のブリ漁業家となった．これと比肩さ

れるのは，下関の林兼商店であろう．日高栄三郎によって推進された漁場開発は，彼の創設

した明治漁業株式会社によって行われたのであるが，戦後不況と放慢経営のために大正１３

（1924）年に倒産すると，日高家に残されたのは地元の赤水漁場だけであり，それも地元民

からの出資を受け，資産の差し押えをした勧銀から経営を委託されて残るのみとなった38)．

それ故，日高家はそれ以降全くの一地方漁業家となり，技術革新のバックボーンを失った．

第Ⅳ期：日高家の没落と県下ブリ漁業の安定的推移は，大謀網から落網への転換を主導す

る活力を欠くことになった．宮崎県のブリ漁獲高は，大正末から昭和初期にかけてと昭和１３

（1938）年前後に増加の波をみせるが，変動幅は一層小幅になった．漁場数もそれに比例し

て変動するが，１２～13統前後で比較的安定していた（表３)．各漁場毎にみても，漁獲量は

比較的に安定している39)．

宮崎県では，落網の出現は昭和４（1929）年頃と遅いし，普及も遅々 としていたが昭和１０

（1935）年には支配的となった．この段階では，既述の如く優良漁場には大謀網，経済的価

値の低い漁場では雑魚の入りがよい落網という具合に漁法が漁場条件に応じて使い分けられ
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表３．宮崎県のブリ定置網漁場数

年度

昭和２

〃３

〃４

〃５

〃６

〃７

〃１０

〃 １４

〃１５ ９ １ ８

（注）資料によって同一年度でも漁場数は異なるのでそれを併記
するが、漁法が明記してある場合にはその年度の最後に記
入してある。

資料：『定置漁業界第２，１０，１４，１７，２３，４２，４５号』より作
成

ていた・ところが日中戦争期には漁場数も減少したばかりか,同時にほとんどが落網にかわっ

た．その原因は，資材の不足・労働力の不足にあったと思われる．落網の種類はいづれも片

落し式であった．

赤水漁場では，昭和７（1932）年頃に落網に変ったが，この時高知県人の指導を受けてい

たという.１２人乗り４隻,50人で操業しており,曳船の動力化はさらに１～２年遅れたという．

網材料も箱網の一部に綿糸網が使われただけで40)，いづれにおいても宮崎県はかってのブリ

定置漁業の先進地という地位から全く後退していた4１１．

Ⅲ．ブリ網漁業における漁場利用の変遷

１．一般的動向

ブリ漁業の本格的な発達は，前章でみたとおり，日高式大敷網の普及以降のことであるが，

ここで問題となるのは，ブリ定置網漁業の発達が，旧来の漁場利用関係をどのように再編し

ていくのか，あるいは旧漁業の権利がどれだけ新漁業に継承・延長されていったかである．

これは，当然に日高式大敷網普及以前の漁場利用形態に影響を受けるのであって，それを

漁場の排他・独占性の程度に従って３つに分類することができる．

第１は，排他・独占性のない自由な入会漁場であって，そこではブリ大敷網の導入には旧

'慣がその規制とならずに，新たな漁場利用関係が形成されていく．宮崎県におけるブリ沖廻

刺網のような運用漁具でブリ漁業が行われていた地帯がその典型である．勿論，漁業自体が

未発達な処女漁場においては，日高式大敷網が，漁場利用関係を新しく創出していく．

第２は，日本海，西南海区の小漁業者間で広く行われていたブリ建刺網のように，小漁業



１８１４６

７２２

6８

６８９

２７

者によって，漁場の排他的専有の行われていた地帯では，大敷網の導入は旧来の占有利用関

係を必然的に再編せざるを得ない．その典型例として京都府の田井・成生をあげることがで

きる．そこでのブリ大敷網の導入は，明治3９（1906）年のことであるが，定置漁業権は漁業

組合が所有し，経営者から漁場地代をとって，建刺網の漁獲減少分を補償していく方式がと

られた42)．

日高式大敷網以前は，ブリ建刺網漁業が盛んであったことから，大敷網の導入を契機に定

置漁業権が組合有となった事例が非常に多かったものと推測される．

第３は，日高式大敷網が導入される以前から，富山湾の藁台網あるいはマグロ大敷・大謀

網が発達していたか，またはブリ大敷網からブリ大謀網への転換がなされる場合で，こうし

た排他・独占性の強い漁業が以前から存在していたところでは，漁業権は旧来の漁場占有利

用関係を継承して行われたし，新規出願者の参入余地は極めて小さかった43)．

表４．定置漁業権の所有形態別推移

１４６５８

（注）下段はパーセント

資料：明治43年は，二野瓶徳夫『明治漁業開拓史』（1981年）

314頁，大正13年と昭和16年は，小沼勇『日本漁業経済

発達史序説』（昭和24年）135頁，昭和５年は，『定置漁
業界第１５号』（昭和７年３月）５２～53頁より作成．

問人有 の他、 計

25,122

100.0

26,439

100.0

28,265

100.0

26,435

100.0

６２８７

２５０
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2,543

９．７

１０８８２

４１２

表４は，全国の定置漁業権数を所有形態別に示したものであるが，定置漁業といっても，

台網類，落網類，析網類，建網類，出網類，張網類，鰍築類を含んでおり，対象魚種も種々

であって，ブリ定置網漁業だけを摘出することは困難である．

これによると，明治4３（1910）年には個人有が72％と圧倒的に多かったが，昭和1６（1941）

年には39％にまで低落した．一方組合有は，２５％から52％に増加し，その他(部落有）も３％

から10％へ増加している．全体として個人有から組合有あるいは部落有へ定置漁業権が移行

しているが，その移行は，大正初期と昭和恐慌期に著しく，定置漁業技術の進歩と社会経済

条件の変化に応じたものであったといえよう．

表５は，ブリ台網（大敷・大謀網）のような大型定置のみに限定して，定置漁業権の所有

形態別数をみたもので，表４の昭和５（1930）年と比較すると，大型定置の漁業権は組合有

がより普遍的であった．また，マグロ大敷網・大謀網の発達していた鹿児島・長崎県などと

ブリ藁台網地帯であった富山県では個人・個人共有が強固である点は，旧来の漁業権者の継

承として注目すべきであろう．

１４９９

１１６９０

４１．４

１５２７１

５４０

１３０４

４．６

1３，６９７

５１．８

1０，１９５

３８．６



次に，漁業権の組合有化が，明治4３（1910）年以降と昭和恐‘慌期に進展する理由について

考察すると，周知のように明治漁業法（含む旧法）では，定置漁業権は専用漁業権と異り，

漁業組合に優先的に免許されるという規定は，全然存在しなかったにも拘らず，漁業組合の

要請と行政庁の施策により実際には漁業組合優先免許主義がとられていった44)．「定置漁業

は個人にも免許せよ」と主張した山田は，定置漁業権が地元漁業組合に優先免許される理由

として，（１）漁業権は社会政策上より多数の人々・団体に与えられるもので，公益法人たる

漁業組合が適当であると考えられたこと，(2)漁業組合の専用漁業権・組合員経済に支障・

影響を及ぼすためと推定している4５１．

明治4３（1910）年には漁業組合の経済事業を法認し，昭和８（1933）年には経済事業の

推進のために漁業法が改正されたが，漁村の中核たる漁業組合の育成のために，漁業組合優

先免許主義がとられたのである．特に昭和恐‘慌期においては，漁場主義論の高揚，経済更生

表５．昭和５年，大型定置漁業権の所有形態

資料：「卿定置漁業経営者調査Ｈ～四」『定置漁業界第１２，１５，１７，１８号』
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運動の推進によって促進されるが，特徴は，定置漁業権自体を組合有としたり部落共有化し

たりするだけでなく，経営自体も地元漁民の手に帰していく点にある．そのことによって一

層漁業組合（含む漁業協同組合）事業の活発化をもたらしている46)．

ブリ定置漁業でいえば，大謀網から落網への転換時期に該当し，漁業権の地元漁業組合へ

の集中，地元内外の個人・法人経営から地元民による共同経営や漁協自営への転換，漁業組

合事業の活発化が三重県で典型的に示される47)．

一方，定置漁業経営者の側にも，乱設による不漁，経営の不振があって，上記の動向を受

容していく基盤が進行していた48)．

定置漁業権をめぐる問題は，誰に免許するかということと同時に，一定の水面を排他・独

占的に占有しなければ成立しえない漁業であるがために，保護区域についての規定がどのよ

うに行われていたかが重要である．

明治旧漁業法では，定置漁業を為さんとする者は行政官庁(府県知事）の免許を受くくし

とあり（第４条)，同施行規則では既に免許を受けた漁業と相容れない場合は免許されない

とある（第８条）のみで，免許の資格要件については，各府県の漁業取締規則や行政官庁の

自由裁量に委ねられている．

漁業法施行規則には，定置漁業権と特別漁業権については保護区域を設け，当該漁業の保

護をすることができるとなっている．各府県の漁業取締規則をみると，保護区域の制度自体

のない府県もいくつかあり，また保護区域の範囲は各府県の実'情に応じて種々であって，統

一されていない49)．昭和1０（1935）年現在のブリ定置網漁業を例にみると，大分県ではブリ

大敷・大謀・落網いずれも垣網の前面1,000ｍ，後面200ｍ，敷網の周囲400ｍとなっている．

宮崎県ではブリ大敷と大謀が網の前面1,800間,後面200間で,落網では各々 200間,50間となっ

ている．隣りの鹿児島県では，ブリ大敷・大謀網では前面1,820ｍ，後面360ｍであり，落網

では各々前面360ｍ，後面90ｍである５０)．３県だけをみても保護水域の範囲はまちまちであ

ること，台網（大敷・大謀）に比べて落網の保護水面は狭小であることが明らかである．県

毎に保護水面の範囲に広狭のあることは，県境に敷設された場合紛争の種となり，落網の保

護水面が狭小であることは，落網の乱設を生む結果となる．

２．宮崎県の場合

前節で示した定置漁業権所有と漁場利用をめぐる全国的な動向と対比しながら，宮崎県の

場合を検討しておく．この場合も，ブリ漁業の発展段階順に記述するのが至当であろう．

第１期：ブリ廻刺網による漁場利用

幕藩期における宮崎県の主要な漁業は，カツオ漁業とイワシ漁業であり，カツオ漁業の餌

場の確保，イワシ漁業では地曳網が他漁業の漁場利用を規制していたが５１)，その他の漁業は，

｢各藩共藩内地先二於テハ各村浦々ノ地先タルヲ問ハス自由二漁業ヲナシ得タルモ藩ヲ脱シ

タル範囲ノ入漁権ナシ」といった，入会漁場利用が行われていた52)．

明治８（1875）年に考案されたブリ沖廻刺網も，運用漁具であって旧来の漁場利用'慣行と

抵触することなく登場し普及していった．

新規参入者が殺到し，漁獲減少をひきおこすほどに，この漁業の着手には何らの制約も存

しなかった．明治1９（1886）年の漁業組合準則に基づいて，翌2０（1887）年に設立された「古
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江村外六ケ村漁業組合」の「漁業組合規約書」には「差網ハ明治十四年一月鹿児島県丁第八

号達図面朱引区画線外二於テハ使用セサル事，但宮野浦二於テ差網使用スル場合ハ古江村市

振村へ協議ノ上使用スルモノトス」とあるが53)．これはイワシ地曳網との漁場紛争を調停す

るための条項と思われ，ブリ沖刺網とは直接関係がないかもしれない．

第Ⅱ期：日高式大敷網による漁場利用

ブリ沖刺網にかわって，日高式大敷網の登場は，排他的・独占的漁場利用を必然とするの

で，旧来の入会漁場利用関係を一変するものとなった．時期が前後するが，大敷網の登場に

よって作成された明治2７（1894）年２月の「宮崎県漁業取締規則」と，明治3２（1899）年３

月の同規則改正について先に検討しておく．明治27年の規則はブリ大敷網漁業に関して次の

ように規定している．

「第六条鋤大敷網ヲ設置セントスルモノハ別紙雛形二準シ詳細ノ図面ヲ添へ県庁二願出許

可ヲ受クヘシ

前項設置ノ場所既設大敷網前面ノ魚道凡ソ直径三十町以内ノ距離ニアリト認ムルトキハ之

ヲ許可セス但既設者ノ承諾ヲ得タルモノハ此限ニアラス

獅大敷網前面魚道三十町ノ距離以内二於テ獅刺網鋤曳網ヲ使用スヘカラス但本則発布以前

二於テ其営業鑑札ヲ受ケタル者ハ此限ニアラス」５４）

次に明治32年の改正文をみると，

「第十条獅大敷網……漁業ヲ営ムモノハ図面及使用員数ヲ詳記シ県庁二願出許可ヲ受クヘ

シ

第十四条左二掲クル漁業ハ其各項二定ムル期限二拠り許可ス

但第一項……漁業ニシテ満期営業ヲ継続セントスルモノハ期限弐ケ月前継続出願スヘシ

ー獅大敷網業満十ヶ年以内

第十五条獅大敷網獅刺網獅曳網獅繰網ハ既設獅大敷網ヲ隔ル凡ソ三十町以外ノ場所ニアラ

サレハ許可セス

但既設者ノ承諾ヲ得タルモノ及明治廿七年二月本県令第七号発布以前二於テ営業鑑札ヲ

受ケタルモノ此限ニアラス

第十九条獅大敷網業ノ許可ヲ得ダル後二ケ年以上営業ヲ為ササルトキハ其許可ノ効力ヲ失

フヘシ

正当ノ理由ナク許可ノ効力ヲ失ヒタル免許人ハ同一場所二於テ更二出願スルヲ得ス｣55）

明治2７（1894）年のものは，ブリ大敷網の設置場所図面を添えて出願し許可を受けること，

保護区域は，大敷網の前面30町とし，その区域内でのブリ漁業は，既に免許を得ている場合

を例外として許可しないという簡単なものであった．しかし，明治3２（1899）年の改正では，

新たに免許期間を10年とし，その間２年以上休業した場合には免許の取消しが加わった．・こ

のことは，明治2９（1896）年をピークとした大敷網の設置が，以降激減したのを機に，漁場

利用関係を規制し直し，漁業免許をたてに他者の敷設を妨害するといった弊害を除去しよう

としたものであった．

「漁業取締規則」は，しかし，以上のように簡単なものであったので，具体的に許可する

場合に種々の紛争をひきおこしている．
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（１）東臼杵郡北浦村の事例

東臼杵郡北浦村字宮野浦の山下栄蔵は，明治2６（1893）年10月に，ブリ大敷網の出願をし

許可されたが，２ヶ月遅れて出願した同村市振の酒井万太郎の申請もまた認可された．これ

に対してなされた山下の不服申し立ては，酒井が申請した時にはなかったが明治2７（1894）

年の｢漁業取締規則｣では,網の前面30町以内は許可せずとあるのに，酒井の申請した場所は，

山下敷設のものからわずか６～７町しか離れていない．これでは「自分敷設前程ヲ遮断シ漁

業上二妨害ヲ与フルコト甚シク為メニ漁獲全ク減少シ最早営業ヲナス能ハサルノ苦境二沈倫

シタル」と言うのである．以上の実態をもとに，山下が酒井への大敷網許可を取り消すべし

と迫った法的根拠は次のようである．すなわち，酒井の申請した漁場（横島網代）は「従来

ノ慣行上市振村古江村宮野浦村島野浦村四ケ村ノ入会網代ナルコトハ……古江村外六ケ村漁

業組合規約二明定セル処ニシテ該網代二於テ綱敷網ノカロキ固定漁具ヲ以テ漁業ヲ営マントス

ルモノハ必ス北浦村南浦村両村長及古江外六ケ村漁業組合頭取及漁業組合世話人ノ調印ヲ経

サレバ出願スヘカラサルモノ」であるが，「願書提出二欠クヘカラサル要件ヲ具備セサル不

完全ノモノナレハ東臼杵郡長ハ当然却ス」べきであるにも「不拘右願書二対シ許可シタル」

は「違法ノ行政処分ナルヲ以テ漁業ノ許可御取消相成候様御裁決奉仰候」というものである．

その後の経過は，同2７（1894）年９月に郡役所の仲介で「鑑札許可ヲ取消スコト能ハサル

モ万太郎ヲシテ……幾千ノ位置ヲ引込マシムル」こととなったが，「然ルニニ十八年二月二

至り双方網ヲ敷設スルニ及ヒテ万太郎ハ前日ノ承諾ノ如ク敷網ノ位置ヲ引込メサルノミナラ

ス皇モ以前ノ位置ヲ変更セスシテ約束ノ履行ヲナサ〉ル」ため，山下も事をあらだて，酒井

の免許取消を強く主張するに至ったという．

「漁業取締規則｣制定以前における漁業許可は,明治26(1893)年の｢宮崎県地方税営業規則」

に基づき，漁業組合認可を得たる町村における営業はその組合の頭取ならびに世話人が障害

がなければ連署し，障害があれば理由を町村長に副申する．漁業組合がない町村では関係町

村長が上記の業務を代行することになっていた．山下の不服申し立ての根拠は，酒井がかか

る手続きを無視したにも拘らず，郡長が認可した点にあった56)．酒井側の反論資料を欠くの

は残念であるが，新規漁法であり保護区域が明定されていない段階での，係争とみなすこと

ができよう．

（２）赤水と鯛名との係争

赤水と鯛名は元来一ヶ村であったが，明治８（1875）年に分離した．その折，共有地は分

割したが，漁場も分割するかどうかで紛争が表面化し，同13年に鹿児島県庁はこの漁場を入

会漁場とした．それに不満な旧赤水村は裁判に訴えたが，延岡，宮崎裁判所を経て，長崎控

訴院でも入会漁場と判決された．それでも止まず大審院にまで持ち込まれたが，同2７（1894）

年に入会漁場とされた．この長年の紛争によって，「両村殆ン卜資力枯死」してしまった．

このような中で，赤水の日高亀市が明治2５（1892）年よりこの網代場（入会漁場）にブリ

大敷網を敷設し，成功をみた．旧鯛名村もそれにならって出願したが，認められず「'恨ヲ呑

ンテ日高亀市ノ配下二属シ只今漁獲配当金ノ少キヲ陰二歎キ赤水村ノ如キハ未ダ出稼漁ナス

モノナキニモ不拘鯛名村二於テハ挙テ五島平戸地方二年々出漁ヲ事トスル亦生活上止ムヲ得

サルニ出スルモノアリ」となった57)．

明治８（1875）年といえば，大小区制の実施による行政区域の変更と，日高喜右衛門・亀
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市父子によって，ブリ沖廻刺網の考案された年である．行政区域が分割されたにも拘らず漁

場が三ヶ村入会のままとなることは赤水村にとっては，地先の広い漁場を鯛名村・土々呂村

にもブリ廻刺網漁業で入会させることになるので，訴訟に及んだのである．大審院で入会漁

場と決定した明治2７（1894）年には日高家はこの漁場に３統の定置を出願しており，鯛名村

の出願は「漁業取締規則」でいう既設漁場の保護区域内であったので許可されず，入会漁場

の地代を受けるにとどまったという意味である．

（３）南浦村島野浦の事例

島野浦では，明治2４（1891）年に入会網代場・鼻隈漁場を愛媛県の宇都宮寿平に，１０年間，

漁場代として漁獲量の10％で貸与した．宇都宮はブリ敷網（日高式ではない）を始めたが，

翌2５（1892）年には，日高式大敷網に切りかえ漁場代も年間60円と変更していた．宇都宮と

の契約は明治2６（1893)年で中止となり，２９(1896)年からは島民共同経営に移行した．一方，

明治2７（1894）年には，島野浦の有志７人が鼻隈漁場の前面の上ノ高漁場でブリ大敷網を経

営したいと申し出があり，部落との間で2９（1896）年までの３年間，漁場代は漁獲量の10％

で契約された．ところが３年を経過しても漁場代が支払われなかったばかりか，なお継続す

る動きをみせたので，部落民は「此侭二放任シテハ島野浦ノ入会網代場ハ永久彼等数人ノ専

有スル所トナリ自分共ハ将来網代ノ使用権ヲ失却スルノ不幸ヲ来タス可キー依り別二鑑札願

ヲ提出シ」て対抗すると共に，訴訟をおこし，原告勝利となった．２９年以降鼻隈漁場は，３２

（1899）年の不漁がため休業・中止した．こうした経過から大正２（1913）年に再開された

時は，島野浦漁業組合が免許を収得し，延岡町の大平保に漁場行使させている58)．

以上３つの事例をみると，明治漁業法制定以前の，しかも「県漁業取締規則」制定前後の

法体系が未整備な段階での，漁業権免許申請手続き，免許者認定における混乱ぶりがうかが

える．漁業権免許は島野浦の如く離島であり，部落入会漁場であったところでは，漁業権は

部落に所属する．部落の受け取る地代は「村ノ基本財産ヲ創設スルノ目的ニテ先ツ村社神殿

新築費二充ル迄漁獲高ノ内ヨリ壱割」という特殊な性格を持っている場合はともかくも59)，

免許の優先順位は全くなかったといってよかろう．

日高式大敷網は，旧慣の漁場利用に拘束されることなく普及し，それが漁場利用秩序を新

たに形成していったのである．

第Ⅲ期：明治漁業法体制下におけるブリ定置漁場利用．

明治3４（1901）年に成立した旧漁業法は，旧来の漁場占有利用関係の上にたって，漁業権

を確立すると同時に，旧村単位に漁業組合を設立し，少なくとも専用漁業権を帰属させるこ

とによって，漁業組合を漁村の中核的存在にしようとした．

宮崎県でも明治3５．３６（1902.03)年にかけて，地区漁業組合が組織された．これら漁業

組合が，定置漁業権の所有，定置漁場の行使にいかにかかわっていくのか，主に係争事例を

もって考察する．

（１）旧鯛名村ブリ大敷網

旧鯛名村は，従来ブリ大敷網の敷設を認められず，日高家経営のブリ大敷網に漁夫として

従事していたのみであった．ところが，明治3５（1902）年に日高亀市経営の網代が廃止され

たのを契機に，旧鯛名村がこの網代を継承したい旨申請を行ない許可された．

出願者は同村柳田龍太郎（初代鯛名漁業組合長)，日野清太郎で，この二人を乙とし，村
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民97人を甲として次のような漁場使用に関する契約が作成された．

１．出願にかかる費用は乙が負担したので，その「報酬トシテ大敷網ノ漁業権即チ該漁場

ノ使用権ヲ向う二十年間乙二貸与スル事ヲ甲二於テ承諾ス」

２．乙は「該漁場二関スル諸費用及上納税等ノー切ヲ償却スル義務ヲ負う事ヲ承認シカツ

漁場料トシテ壱ケ年二付百円以上五百円以下ヲ漁場所有者二支弁スルモノトス但シ初年

度ノ漁場料ハ壱百円トシ以後ハ其漁獲高千分ノ拾ノ比例ヲ以テ年々之ヲ定ムルモノト

ス」

３．該漁場の「漁獲物ハ歩合配当トナシ網歩六歩ヲ引去リタル残金ハ出漁者資格ノ定マル

比例二依テ分配ス｣６０）

この事例は，鯛名漁業組合が明治3６（1903）年に設立され，この契約書は同年12月に交さ

れていることからしても，ブリ大敷網を開始するために漁業組合が結成されたようなもので

ある．漁業権の所有者は，漁業組合と明記されており，上記乙は組合設立の発起人であり，

代表者であった６１)．経営は部落共同である．

（２）南那珂郡市木村築島漁場

同漁場に，大正１０（1921）年３月油津町所在の日南水産株式会社から出願がなされたが，

続いて同年４月には市木村漁業組合が,９月には福島他４漁業組合が出願し,三者競願となっ

た．

日南水産株式会社は，大正８（1919）年にカツオ漁業を目的として設立されたが，第一次

大戦後の不況によって「事業ノ成績揚ラズ在来ノ鰹釣漁業ヲ変更シテ漸次定置漁業二代へム

トシ本願ヲ差出」したものである．

市木村漁業組合は，組合員が半農半漁民で，漁業は地先専用漁業権に依存しているが，そ

の地先漁場を他村者に免許されては地元の漁業に障害となるので，漁業権は地元漁民と日南

水産の共同経営に貸し付けても，漁業権は確保したいというものであった．

福島他４漁業組合の出願は，漁場が市木村漁業組合を含めた６漁業組合の共同専用漁場な

ので，その共同専用漁業権者が定置漁業権を獲得すべきであるという趣旨から出願したが，

その中には市木村漁業組合が抜けており，漁業経営についての構想もなかったので多分に権

利の割りこみを狙ったものであった．

これら競願に対して，県は「漁利ノー部ヲ頒チ組合（市木村漁業組合……著者）ヲ保護ス

ルノ趣旨ニ依り条件ヲ付シテ」日南水産に許可を与えた.大正10(1921)年12月のことである．

この段階で福島他４漁業組合は脱落するが，市木村漁業組合は「右処分ハ違法ニシテ且公益

ヲ害スルモノナリトノ理由」により免許処分取消の行政訴訟に持ちこんだ．その趣旨は，原

告以外の者に漁業権が許可されると原告組合員の生業が奪われる，原告組合の専用漁業権と

相容れない，漁業法施行規則第24条では，免許を受けんとするものが他人の占有する漁場で

あれば，その占有者の同意が必要であるとするがそれがないというものであった．それに対

する被告・日南水産側の反論は，大謀網の位置は魚族の出入りする湾口を閉塞するわけでは

ないので生業を奪うことはない，定置漁業権は専用漁業権による漁業とは漁期，漁業種類が

異なるので相容れないものではない,専用漁業権は特定の漁業にのみ付与されているもので，

第24条はあてはまらない，したがって原告組合の同意書は不要であるというものであった．

係争期間中，日南水産は漁場調査を行い係争中の漁場の前面に良好な漁場を発見したとし
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て大正１１（1922）年11月に係争中の漁業権を放棄し，同時に新漁場の漁業権を出願した．新

旧漁場は300～400間離れており，両者両立しえると判断して県は，日南水産の出願に許可を

与えると同時に市木村漁業組合にも出願漁場の許可を与えることとし願書を提出する様に通

牒した．

ところが行政判決は，県が大正1０（1921）年12月に行った免許処分を否定し，原告組合に

免許すべきとしたのであった．これによって市木村漁業組合は免許された出願漁場にとって

後から日南水産に免許された新漁場は，保護水域内であり，漁業に支障となるので，免許取

消処分を要求して再び訴訟に持ちこまれた．

その結果は不明であるが，二度目の訴訟は，先願者は原告であり，保護区域をめぐっての

ものなので，比較的単純な問題であった．

築島漁場をめぐる係争は，出願が遅れても地先専用漁業権をもつ地元漁業組合に免許が優

先されるかどうかに関する重要な問題で，この点で決め手になったのは，県が日南水産に免

許を与える際に「組合ヲ保護スル」ためにつけられた条件の性格についてであった．免許条

件とは，漁獲高の35％を市木村漁業組合に分与すること，漁業権を行使しなくなったら無償

で組合に譲渡することというものである．このことは，県が定置漁業権が専用漁業権と対立

する側面のあることを認定したものであり，定置漁業権の漁業組合免許優先主義から逸脱し

ているわけではない．行政裁判所の判断も，定置漁業権が専用漁業権，地元の漁業に影響を

与えるかどうかが迫られることによって，漁業法には何ら規定されていない漁業組合免許優

先主義，漁場主義論に傾斜していくのである62)．

（３）大分県との県境紛争

東臼杵郡北浦村波瀬川原地先の通称芋の子漁場は，明治2６（1893）年以来ブリ定置漁業を

営んできたが，約1,000間離れた宇土崎に明治2８（1895）年頃から大分県がブリ定置の免許

を与えた．そのため北浦村から宇土崎近海の境界について問い合わせが出されたが，大分県

知事は,宇土崎漁場が休業に陥った31(1898)年に県境外に張り出していないと回答してきた．

3９（1906）年に宇土崎漁場は南海部郡名護屋村漁業組合に免許されたが，再開されたのは大

正４（1915）年のことである．これに対し芋の子漁場側から，宇土崎漁場では県界を越えて

いると思われるので，宮崎県に調査を要請した．県は調査の結果県界をこえていると判定，

大分県知事に漁具撤去を申し入れた．ところが，翌５（1916）年は宇土崎漁場が休業したの

で問題とならなかったが，６（1917）年に再開されたので，２月26日に乱闘事件に発展し，

多数の負傷者を出すに至った．２７日に大分県知事に網入れ中止を申し入れたところ，その返

答は「宇土崎二於ケル網施設ハ正当ノ権利内二於ケル行為ナルヲ以テ本県(宮崎県……著者）

側二於テ之二対シ妨害セサル様取締リアリタシ」というものであった．このあと，県界は明

定されたようであるが，大分県側は明治3９（1906）年の漁業権図を改正したものの，それは

以前にも増して芋の子漁場を圧迫するもので，大分県側も強硬であった．このためか，芋の

子漁場の漁業権者・今津弥三吉他２名は宇土崎漁場を名護屋村漁業組合から期限付きで買収

し，魚道を確保しなければならなかった．この期限がきれたのか，名護屋村漁業組合は，昭

和７（1932）年に宇土崎漁場の免願出願をした．これに対し今津らの属する市振直海漁業組

合と後述する古江漁業組合から免許停止の陳情がなされている．また，宮崎県の申し入れに

対し大分県知事は，宮崎県において大謀網漁場保護区域が網の前面1,800間という規定は，
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大分県には直ちに適用せられるものではないと回答している63)．

この紛争は，海面における県界の確定をめぐっての両県の確執であり，保護区域に関する

不統一が引きおこしたものであった．

（４）東臼杵郡北浦村

前記北浦波瀬川原地先の今津弥三吉らの漁場から200間余しか離れていない所に，北浦村

古江漁業組合は大正３（1914）年，１４（1925）年，１５（1926）年の３回にわたって出願を

してきた．この漁場は保護水域内にあり，かつ魚道にあたるので,許可されたら大正６（1917）

年に大分県名護屋村漁業組合と演じたような「漁業者間ノ紛議格闘ノ起ルハ火ヲ見ルヨリモ

明力」であった．それで古江漁業組合は保護区域外に場所変更したが，今度はそこが宮野浦

漁業組合有の斗桝漁場の保護区域内であったので，宮野浦漁業組合の反対に直面した．そし

て昭和２（1927）年に，今津弥三吉らと古江漁業組合との間で協定が結ばれる．

甲東臼杵郡北浦村大字市振今津弥三吉外２名

乙東臼杵郡北浦村大字古江漁業組合

１．甲は，昭和２（1927）年10月に出願した北浦村字瀬平地先漁場のブリ大謀網の位置を変

更しないこと．

２．乙は，昭和２（1927）年10月に出願した同漁場ブリ大敷網の位置を変更しないこと．

３．甲乙間の距離は150間とする．

４．甲は，大分県南海部郡名護屋村漁業組合と契約せる宇土崎漁場買収条件の期間を向う

１０ヶ年間継続契約を締結する手続きに責任をもつこと．

５．甲が名護屋村漁業組合に支払うべき買収金の３割は向う３年間乙が負担すること．それ

以降は５割とする．

６．３年以内であっても乙の漁場が甲と同程度の漁獲があれば乙の負担の増額を双方協議す

る．

７．買収契約ができず，名護屋村漁業組合が宇土崎漁場へブリ網敷設の際は，甲は10年後網

の位置をかえても乙は異議なきこと")．

この事例は，新規出願者に対して，先占権者が保護区域を楯に反対したので，紛争のあっ

た漁場の賠償金支払いに協力するということで，協定にこぎつけたものである．

（５）東臼杵郡南浦村岩佐瀬漁場

昭和９（1934）年２月，南浦村島野浦漁業組合は岩佐瀬漁場に着目し，ブリ大謀網の敷設

を計画するや，後面ブリ網の漁業権者たる浦尻漁業組合が反対した．県は，地先水面の漁業

権は地元漁業組合に免許する方針であったが，海面上の区分ができなかったので南浦村全体

の地先とみなし，村内の島野浦，浦尻，須怒江，熊野江の４漁業組合に共同出願するように

伝え．昭和１０(1935)年４月に免許した．４漁業組合の協定は,岩佐瀬定置漁業権は共有とし，

その経営権，利権の持分は平等とする．事業経営は４組合の協定の上決定するが，初回は昭

和1６（1941）１１月までは島野浦が行う．漁場代は漁澗獲金額の３．５％とし，島野浦50％，

浦尻30％，熊野江10％，須怒江１０％の比率で配分する65)．

この事例は，地勢上地先を区分し得ない水面に設定する漁業権は，関係漁業組合が共有す

るという新例をひらいたものであった．

以上掲げた事例をみても，明治漁業法体制下では，定置漁業権の免許は漁業組合になされ
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ることが県の方針でもあり一般化していくこと，漁業権者となる漁業組合は，地先専用漁業

権，小漁業者の経済に定置漁業が障害とならないように配慮すると同時に，定置漁業の経営

も地元漁民共同で行う方式を模索していたことを示している．

謝 辞

調査にあたっては，日高宏弥，古川一郎，日高勝義，長野和好，河野茂彦，浜田優，長野

梧楼の諸氏および延岡市役所水産課の方々に御協力いただいた．記して深謝する次第です．

注１）ブリ飼付漁業は，明治10年前後に鹿児島県川辺郡知覧村の漁夫によって創始され，川辺郡を中
心に発達し，鹿児島県で最も重要なブリ漁業となった．明治40年代には長崎，熊本県に伝わり，次第
に発達していく．宮崎県にも伝播するが発達しなかった．

注２）肝属郡内之浦村でブリ大敷網が開始されたのは明治18年のことで,明治初年頃大分県より伝わっ
たブリ地曳網が，海底に断層が生じたためにその間隙からブリが逃散して漁獲できなくなったために
考案された．これは，地曳網の沈子方を縫い合わせて箕形の網を作り，マグロ大敷網の側に取り付け
たもので，網は麻製であった．鹿児島県水産課編『鹿児島県定置漁業誌』（昭和７年）１頁．

注３）山口和雄『日本漁業史』（1976年，東京大学出版会）ブリ漁業の項参照．

注４）日本学士院編『明治前日本漁業技術史』(昭和34年)には,明治前期まで藁台網漁業が支配的であっ
たのは経済的な理由に基づくものとしている．358～359頁．

注５）高知県に日高式大敷網が伝播するのは明治31年が最初で，その後急速に普及する．曲建刺網漁
業者が「大敷組合」を組織して漁業転換を図っていったこと，宮崎県から技術指導を受けたことが特
徴である．中井昭「高知県ブリ網漁業経営史(1)L」『高知短大社会科学論集第17号』（1963年３月）
参照．三重県では明治30年代にブリ大敷網が着手されたのは10漁場であるが，うち４漁場はマグロ大
敷網からの転換であった．また少なくとも６漁場までは宮崎県人が，経営参加，技術指導，漁夫出稼
ぎという形で関与している．三重県定置漁業研究会『三重県定置獅網漁業誌』（昭和４年）より集計．

注６）ブリ大敷網の時は「此漁業二於テ切要ナルハ魚見役ノ選択如何ニ在り若シ夫レ魚見ニシテ未熟
ナルカ或ハ台上二惰眠ヲ貧ルモノナルトキハ終二網中ノ魚モ逸去スルノ虞アリ此故二親方ハ他ノ漁夫
ヨリモ常二優遇スルモノ〉如シ」鹿児島県内務部『鹿児島県水産調査報告』（明治36年）110頁．

注７）川合角也「大震災記念の定置漁業統計」『定置漁業界第４号』（昭和３年７月）５６～57頁．
注８）三重県の例では，大正２年に日高式大謀網が導入され，大正４年までに全てが大謀網にかわっ
ている．三重県水産試験場・三重県定置漁業協会『三重県定置漁業誌』（昭和30年）を集計．一方鹿
児島県は特殊で，大謀網の導入が大正11年と遅く，大敷網統数を凌駕するのは昭和１年のことである．
しかも，大敷網統数は昭和年代にも減少しなかった．その原因は，海水が透明であり，漁期が遅くて

ブリが上層を遊泳する時期にあたるので，一旦入った魚も容易に脱出するためである．前掲『鹿児島
県定置漁業誌』５～７頁．

注９）昭和４年，今だ落網が普及せず，大謀網が支配的であった三重県下17漁場のうち，県外者で経
営参加しているのが明らかなのは８漁場（高知県３，富山県３，東京２），県外者の漁夫がいるのは
１１漁場（富山・石川各６，香川２，高知２，不明１）に及ぶ．前掲『三重県定置獅網漁業誌』より集計．

注10）前掲『三重県定置網漁業誌』４９頁.、

注11）日本定置漁業研究会『定置漁業権調』（昭和１４年)．

注12）河村兵三「卿定置漁業の不況対策偶感」『定置漁業界第29号』（昭和11年７月）８頁．
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注13）後藤豪「宮崎県に於る獅網免許の新例及獅大謀網落網の動向」『定置漁業界第10号』（昭和５

年７月）190頁．

注14）前掲『三重県定置漁業誌』より集計．

注15）宮崎県企画局編『宮崎県経済史』（昭和29年）284頁．

注16）日高家の家系を必要な限りで記しておくと，元禄２年に細島から赤水に移住し，代々漁業・水

産製造業および回漕業を営んできたが，亀右衛門の代に次男・喜右衛門（文化２年～明治７年）が分

家した．喜右衛門の子供は５男２女がいたが三男の亀市（弘化２年～大正６年）が家督をつぎ，本家

をしのいで隆盛となった．亀市の子供は７男２女があるが,主要人物は長男・栄三郎(明治２年生れ)，

次男・保三郎（明治４年生れ)，四男・靖（明治11年生まれ)，五男・明（明治14年生れ)，六男・不

覇夫（明治17年生れ)，七男・信敏（明治23年生れ）である．長男の栄三郎には子供がいなかったので，

五男・明の子供である晴衛が一時養子となった．石川恒太郎『日高保三郎翁伝』（昭和27年)２４～25頁，

「獅大敷網沿革」（日高家文書)．

注17）宮崎県立図書館所蔵資料明治29年．

注18）片岡千賀之「宮崎県におけるイワシ漁業の展開」『西日本漁業経済論集第20巻』（1980年）を

参照のこと．

注19）宮城雄太郎『日本漁民伝下』（昭和39年いさな書房）日高亀市の項参照．

注20）前掲「獅大敷網沿革｣．

注21）宮崎県立図書館所蔵資料明治28年．

注22）同上明治31年．

注23）熊本県農商課『熊本県漁業誌第一編上』(明治23年)53頁.そこでは網船２隻,各12人乗りとな

っている．

注24）網の構造については，『明治廿八年第四回内国勧業博覧会審査報告』（明治29年）の日高亀市出

品のブリ大敷網の項を参照のこと．336～340頁．操業には漁船10隻・132人が従事するとされている．

注25）宮崎県立図書館所蔵資料明治25年．

注26）同上明治31年．

注27）前掲「獅大敷網沿革｣．

注28）宮崎県立図書館所蔵資料大正４年．

注29）同上大正４年，河野茂彦氏所蔵資料．

注30）宮崎県立図書館所蔵資料明治38年,大正４年.『宮崎県水産試験場業務報告明治41,42年度』,『宮
崎県水産試験場創立十年記念号』（大正２年か)．

注31）水産庁漁業調整第一課『漁場利用基本形態調査報告No.18』（1952年）から，日高家の県外進

出の事例をみておくと，京都府加佐郡大浦村田井へは明治39年に，福井県三方郡西田村日向へは明治

末年に始まっている.また,明治40年には若狭湾に４ケ所入ったとしている.京都府与謝郡朝妻村では，

明治41年に宮崎県の太平という資本家が着手している．これらはいづれも刺網漁業地帯であり，日高

式大敷網は完全に宮崎県人によって主導された．

注32）『日高亀市翁の事蹟』（昭和30年)，この漁場名をあげれば，地元赤水村３，北浦村市振１，大分

県南海部郡西の浦１，静岡県田方郡伊東１，同川奈１，同宇佐見１，同由比浜１，長崎県五島３，佐

賀県唐津神集島１，京都府下加佐郡田井村１，福井県大飯郡音海村２，同上瀬村１，石川県鳳至郡三

波村１である．

注33）３２漁場の場所は，赤水４，市振１，宮野浦１，都井村１が県下で，大分県は浦江町２，下入津

村１，福井県大飯郡内海村１，長崎県南松浦郡魚目村３，奈良尾村１，大浜村１，北魚目村１，静岡

県焼津１，西倉沢１，田尻北１，千葉県西岬１，岩手県佐須１，北海道砂原１，原歌１，奥尻１，朝

鮮７である．「明治漁業株式会社増資趣意・目論見書・定款」（日高家文書大正８年)．

注34）「大敷網（鯛大謀網を含む）漁業権者住所氏名調」『大日本水産会報第381号』（大正３年６月）

７８頁．
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注35）水産庁『漁場利用基本形態調査報告No.19』（1953年）には，日高不覇夫からの聴取りとして，

全国の開拓漁場は，宮崎県４，大分県２，鹿児島県３，福岡県１，佐賀県ｌ，長崎県６，徳島県１，

三重県１，静岡県５，石川県２，富山県２，福井県２，新潟県１，京都府３，岩手県３，宮城県２，

北海道１，朝鮮３，計43地区があげられている．また日高亀市の「記億拍」で明治45～大正４年まで

の漁場名があげられている．４７～48頁．これらの漁場名と注31,32とを相互に比較してみれば，開発

年次，持続した期間などがほぼ判明するが，ここでは省略する．

注36）日高家のブリ大謀網漁場の開発例をみると、大正期に漁場開発がなされ，大正10年代には徹退

している．No.５は昭和期まで続いているが，日高家単独ではないためであると思われる．

日高家のブリ大謀網の漁場開発事例

資料：No.１は野辺幾衛『都井村史』（昭和５年）９７頁．
No.２，３は『三重県定置漁業誌』１１，２０頁．No.４，
５は『鹿児島県定置漁業誌』８１頁．No.６は伊豆川
浅吉「鹿児島県久志浦における鮪定置漁業経営の変
遷」『漁業経済研究第１巻第１号』（1953年１月）
３７頁．

経営者名漁場 経営期間

大正９～10年

大正５～？

大正３～11年

大正10～12年

大正12～昭和５年

大正４～10年

呂局栄三郎宮崎県都井村１
－
９
－
３
－
４
－
５
－
６ 〃久志浦｜日高栄三郎

三重県方座漁場

注37）前掲「明治漁業株式会社増資趣意書・目論見書・定款」

注38）明治漁業株式会社は，大正２年に汽船トロール漁業とブリ大謀網漁業を主目的として設立され，

大正８年の増資の際に日高家経営の全てのブリ定置網を現物出資していた．日高家文書．

注39）各年次『油津漁業統計』（油津漁協)，東臼杵郡島之浦のブリ漁獲高（島之浦漁協資料）参照．

注40）日高勝義氏談．

注41）金井元「越中式鋼落網漁業」『定置漁業界第47号』（昭和17年７月）には，動力曳船，ウイン

チによる手綱揚げ，綿糸網の使用がなされている例として富山県が紹介されている．

注42）渡辺宏彦｢漁業権漁業組合有化の評価一京都府田井・成生における定置を中心として－｣『漁

業経済研究第８巻第１号』（1959年７月)，前掲『漁場利用基本形態調査報告No.18』，原障三「部

落と定置漁業権」『法政大学法学志林』（昭和32年10月）参照のこと．

注43）『能都町史・漁業編』（昭和56年）に示されている「能登内浦台網漁業組合規約」（明治24年）の

旧慣維持体制を見よ．517～520頁．

注44）前掲「部落と定置漁業権」４０，４１，４３頁．

注45）山田生「定置漁業は個人にも免許せよ」『定置漁業界第12号』（昭和６年３月）３１頁．

注46）昭和恐慌期に定置漁業権が組合有となっていった顕著な事実については，前記以外にも原陣三

「定置漁業権の所有形態と漁業組合有となすべき限界に就て｣『定置漁業界第23号｣(昭和９年11月)．

杉浦保吉「定置漁業権者は漁業経営者の功績を如何に見るか」『同第29号』（昭和11年７月）などで

指摘されている．

〃須賀利漁場

鹿児島県上甑島

呂不覇夫他〃下甑島
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注47）前掲『三重県定置獅網漁業誌』，前掲『三重県定置漁業誌』参照．

注48）小林音八「定置漁業の整理」『定置漁業界第10号』（昭和５年７月)，勝部彦三郎「鋼大敷網漁

業の整理」『同上』，日高靖「定置漁業の漁場整理」『同第11号』（昭和５年11月)，小林音八『改正

漁業法と定置漁業」『同第19号』（昭和８年７月),、川合角也「定置漁業権の国家管理と漁業の統計

に就て」『同第24号』（昭和９年11月)，勝部彦三郎「定置漁業権の整理」『同第30号』（昭和11年

１１月)，岩崎好洋「革新を要する定置漁業」『同上』．いづれも昭和恐』慌期に集中している点に注目．

注49）小林音八「法定制限距離と保護区域」『定置漁業界第11号』（昭和５年11月)，同「保護区域制

の統一に付て」『同第12号』（昭和６年３月）参照．

注50）「各県定置漁業取締規則抜華」『定置漁業界第26号』（昭和10年７月)．

注51）片岡千賀之「宮崎県におけるカツオ・マグロ漁業の発展構造一戦前編一」『鹿児島大学水産

学部紀要第27巻第１号』（1978年12月)．同「カツオ漁業史の一駒」『同第28巻』（1979年12月）

を参照のこと．

注52）農林省水産局『旧藩時代ノ漁業制度調査資料第一編』（昭和９年)，325頁．

注53）河野茂氏所蔵資料「漁業組合規約書」（明治20年)．

注54）水産庁『水産業協同組合制度史４』（昭和46年）５５～59頁．

注55）二野瓶徳夫『明治漁業開拓史』（昭和56年平凡社）313頁．

注56）宮崎県立図書館所蔵資料明治２７，２８，２９年．

注57）同上・明治35年．

注58）同上明治30,大正４年．

注59）同上明治30年．

注60）同上明治36年．

注61）南那珂郡南郷村目井津では，明治27年に資本を募って敷設することになったが，多数名義で出

願すると手数がかかるので，２名が代表して出願した．許可がおりたらその２名だけで経営に着手し，

出資漁民との間で紛争となった．宮崎県立図書館所蔵資料明治30年．

注62）同上大正１１，１２，１５年，宮崎県庁水産課所蔵資料「漁業免許取消二関スル行政訴訟ノ件」（大

正１２年)．

注63）宮崎県立図書館所蔵資料大正６，１５年，昭和２，７年．

注64）同上大正15年，昭和２年．

注65）同上昭和９年，前掲「宮崎県に於る獅網免許の新例及獅大謀網落網の動向」189～190頁．


